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地上デジタルテレビ放送送受信施設の更新に 

向けた柔軟な財政支援措置等に関する緊急要請 

 

 テレビ放送は、日常生活で情報を得るため必要不可欠なものであり、テ

レビを視聴できない住民が生じることは、近年頻発する異常災害時の緊急

事態における情報収集の手段が遮断され、地域住民の生命財産等に大きな

影響を及ぼす恐れがあります。 

こうした中で、２０１１（平成２３）年７月に地上波のテレビ放送が、ア

ナログからデジタルへと移行した際には、道内の市町村においては、地上

波が届かない山間地や辺地の難視聴対策として、国の補助金等を活用し、

テレビ中継局や共聴施設の整備を行ったところであります。 

これらの施設は今後本格的な更新期を迎えることになりますが、広大な

面積を有する本道特有の民家間の距離の長さに加え、資機材等の高騰及び

納期の長期化により、更新には多額の費用と時間を要することが予想され

るところであります。 

ついては、地上デジタルテレビ放送送受信施設の機能維持に向けた改修

工事を着実に進めていくことができるように、国においては財政支援措置

等の仕組みにつきまして、柔軟な対応を講じていただきますようお願い申

し上げます。 


